
令和５年度第１回

県市町村ＧＸ推進会議
実務者会議

令和５年８月７日（月）
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テーマと方向性
• GX推進会議での議論を実行に移す場
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地方公共団体実行計画（区域施策編）

重点対策加速化事業

再エネ立地企業とのコミュニケーション

• 可能な限り全ての市町村で策定
• 策定に向けた課題をどう解決するか（効果的な手法は何か）
• 先行市町の経験を踏まえた助言、国・県による支援の活用

• 脱炭素に向けた施策を実行するため、最大15億円を活用
• 解決したい地域課題は何か（暮らしの質の向上、地域の成長）
• 先行市町の経験を踏まえた助言、国・県による支援の活用

• 地域裨益・地域共生型再エネ導入のために効果的な手法は何か

脱炭素時代の
自治体の新常識



実務者会議の流れ
実行計画

計画策定の意義
先行市町の事例紹介

⇩
課題の解決策の検討

課題解決に向けた助言
県としての支援策の検討・予算化

⇩
解決策の実行
（予算・人員・庁内体制等）

課題解決に向けた助言(以降継続)
⇩

策定準備

策定に着手

重点対策

交付金活用の意義
交付金獲得のポイント
県・先行市町の事業紹介

⇩
地域課題・目指す脱炭素社会の検討
課題の解決策の検討
県との役割分担の検討

課題解決に向けた助言
⇩

地域課題、目指す姿の明確化
解決策の実行（申請準備、区域施策
編策定方針等）

課題解決に向けた助言(以降継続)
⇩

申請、採択決定

事業実施

再エネ立地

地域裨益･地域共生型再エネの意義
先行市町村の事例紹介
促進区域設定の手法と県の基準

⇩
地域裨益のための効果的手法の検討

課題解決に向けた助言(以降継続)
⇩

解決策の実行（促進区域、再エネ導
入ガイドラインの検討等）

ガイドライン作成に着手
促進区域設定に着手
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第１回
(８月)

第２回
(９月)

第３回
(２月)

翌年度

上段：国または県、下段：市町村



地方公共団体実行計画
（区域施策編）の策定
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出典）環境省地域脱炭素ステップアップ講座（Ｒ５.５.２４）参考資料を一部加工



全国の策定状況
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岩手県は
12.5％



県実行計画における目標

年度 現状値
（2021） 2023 2024 2025

策定市町村の
割合（％） 16 34 46 58

策定
市町村数 5 11 15 19
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地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定市町村の割合
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再エネ推進交付金の活用
（重点対策加速化事業）

実行計画（区域施策編）の策定

2050カーボンニュートラル宣言

宮古市、久慈市、紫波町

一関市、矢巾町
宮古市、岩手県

盛岡市、八幡平市、滝沢市、大船渡市
一関市、久慈市、紫波町

盛岡市、宮古市、大船渡市、久慈市、一関
市、陸前高田市、釜石市、二戸市、八幡平
市、葛巻町、紫波町、矢巾町、岩泉町、普
代村、軽米町、野田村、九戸村、洋野町、
一戸町（※R5.5.31時点。岩手県はR元年
に表明。）

＜地域脱炭素に向けた基本的な道筋＞

注）〇内の市町村数は、上位階層との重複を除く。

③
②

④

⑪

※東北で最多

※東北で最多

脱炭素先行地域

脱炭素に関する市町村の取組のイメージ
➢県内市町村では、各地域の課題に応じて、脱炭素に向けた取組を推進している。
➢下の図は、地域脱炭素に向けた基本的な道筋であり、この他にも例えば、ブルーカーボンによる吸収源対策
や地熱など地域裨益型の再エネ導入といった地域の特性を活かした道筋が複数考えられる。
➢地域脱炭素の実現に向けては様々な道筋が想定されるが、県では、各市町村の取組状況に応じて、県市町村
ＧＸ推進会議等を通じて必要な支援を実施していく。

※実行計画は複数市町村での共同策定も可能。

出典）県市町村ＧＸ推進会議（Ｒ５.６.６）資料



県内市町村の策定状況

策定済み
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策定中

10

未策定

32

地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定状況

策定済み 策定中 未策定
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策定時に苦労したこと／未策定の理由
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0 2 4 6 8 10 12

専門的な知識

策定を行う人員

策定に要する財源

策定のノウハウ

施策の実施に要する財源

その他

策定済み 策定中 未策定

➢策定済み市町を含め、半数以上の市町村が「専門的な知識」「人員」と回答。
その他、「財源」「ノウハウ」の回答も一定以上

25

17

16

14

6
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「その他」の具体的内容
• 策定済み／策定中
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• 策定に必要な情報の収集。
• 予算は確保せず、マニュアルを参照しながら策定中。県内及び国内の策
定済み自治体の計画内容等を参照しながら進めている。

• 未策定
• 脱炭素化事業実施と並行し、他の計画との整合性を図りつつ策定する旨
を地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画に記載しているため。

• 二酸化炭素排出抑制事業費等補助金（国庫補助）が採択され次第策定予
定。

• 事務事業編を策定中のため。
• 今年度、再生可能エネルギー推進計画の策定に着手しており、当該計画
との整合性を図るため。

• 策定予定がないため。
• 現在、2050年脱炭素を掲げ、環境省補助事業を活用し、再エネの計画づ
くりを実施しており、再エネ導入を目標を反映した区域施策編の策定を
令和6年度に行う予定。



区域施策編マニュアル①

① 基本的事項・背景・意義

② 温室効果ガス排出量の推計・要因分析

③ 計画全体の目標

④ 温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策

⑤ 地域脱炭素化促進事業に関する内容

⑥ 区域施策編の実施及び進捗管理
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１ 構成例

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定・実施について」を基に加工



区域施策編マニュアル②
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２ 策定の主なポイント

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定・実施について」を基に加工

項 目 初めて策定する場合のヒント
効率化・省力化のポイント

全般 ・盛り込む内容を絞り込む。
・温室効果ガス排出量推計等は国が提供するデータ等を
最大限活用。

温室効果ガス排出量 ・国の「自治体排出量カルテ※」等を活用して簡易的に
求める。

削減目標 ・国の地球温暖化対策計画の目標（▲46％）を参考に、
区域の実態（産業構造等）に合わせて設定

対策・施策 ・重点施策の明確化
・主体別・部門別の体系化
【小規模市町村での推奨施策】
・地域に裨益する再エネ事業の推進
・公共施設等の脱炭素化 交付金活用可能
・住民・中小規模の事業者の取組促進

※自治体排出カルテで得られる情報：区域全体のCO2排出量、世帯数・自動車保有台数等の指標の推移、再エネ導入状況等



区域施策編マニュアル③
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３ 温暖化対策の意義

出典）環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定・実施について」
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地方創生を地域の脱炭素（再エネ・省エネなど）で加速化

地域ビジネス
創生

新しい雇用、再エネによる
地域経済活性化

災害時も
安心

台風・地震等で
停電しない
地域づくり

快適な
暮らし

電力料金の節約、安全安
心な暮らし（ヒートショックや
熱中症予防）、地域の足

の確保

住宅・建築物の省エ
ネや、電動車のシェ
アリング（共用）に
よる暮らしの脱炭素

分散型エネルギーシ
ステム（再エネ＋蓄
電池などで自給自
足）

地域資源である再生エネ
（太陽光、風力、バイオマ
ス）など最大限導入

やまがた健康住
宅 （資料）飯

豊町

環境配慮型栽培ハウスのイメージ

出典）令和５年６月６日 県市町村GX推進会議における環境省講演資料
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 9割の自治体のエネルギー収支が赤字(2018年)。特に経済規模の小さな自治体
にとって、基礎的な支出であるエネルギー代金の影響は小さくない。

 国全体でも年間約20兆円を化石燃料のために海外に支払い(2021年)※

※出典：財務省貿易統計（2021年度分）の「主要商品別輸入」における「鉱物性燃料」のデータを参照
（https://www.customs.go.jp/toukei/shinbun/trade-st/2021/2021_216.pdf）

地域でお金が回る仕組み
の構築が重要

市町村別のエネルギー収支
脱炭素社会（カーボンニュートラル）

岩手県では、
2,644億円が

(地域内総生産の5.7%)

エネルギー代金として流出
※環境省地域経済循環分析自動作成ツール2018年

https://www.env.go.jp/policy/circulation/



活用可能なツール類
• 環境省／地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト
（計画策定に活用可能なツールをWEBで提供）

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/manual.html

• マニュアル
• 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル

• 本編、算定手法編、事例集、簡易版（簡易版にはひな型も含む）

• ツール
• 部門別CO2排出量の現況推計
• 運輸部門（自動車）CO2排出量推計データ
• 自治体排出量カルテ
• 地域経済循環分析
• 「区域施策編」目標設定・進捗管理支援ツール
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市町村ごとの
データあり

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/manual.html


策定済み市町の事例紹介

盛岡市（令和４年６月改定）
大船渡市（令和４年３月策定）
久慈市（令和３年３月策定）
一関市（令和５年３月策定）
八幡平市（令和４年３月改定）
滝沢市（令和５年３月策定）
紫波町（令和４年３月策定）
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県の計画改訂①
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

検討
状況

庁内
連携
環境
審議
会

パブ
コメ

素案作成 改訂素案
（パブコメ案）作成

改訂案
作成

改訂

指標 課題と方向性 施策 R5事業パブコメ対応案

●審議会（諮問）

●部会（方向性）
●部会（素案） ●部会（答申案）

●審議会（答申案）
●審議会（答申）

●審議会（改訂案）

議会で
承認

パブコメ・地域説明会

１ 改訂スケジュール



県の計画改訂②

① 現況 ※自治体排出カルテで簡易的に求められる。

各種統計（総合エネルギー統計、経済センサスなど）
に基づく推計値、事業者からの聞き取りによる実績値

② 現状すう勢ケースによる削減量
過去（2013～2019年度）のエネルギー消費量・排出

量等の推移を基準に、2030年度における社会情勢（人口、
経済成長率等）を考慮して推計

③ 排出削減対策による削減量
国の地球温暖化対策計画における部門ごとの削減量を、

地域特性を表す指標（産業構造や人口等）で按分して岩
手県分を算定

④ 再エネ導入による削減効果、森林吸収分を算定し、全体
の削減目標を設定
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２ 排出量の推計、削減目標設定



県の計画改訂③

経産省電力調査統計をベースに、発電設備の導入量と発電
電力量の現状値を算定

FIT認定を受けた事業計画等を参考に、2030年度までの導
入見込みを算定
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３ 再エネの導入量算定

省エネ対策の推進、再エネの導入促進、多様な手法による
地球温暖化対策の推進を柱として、関係部局が目標達成に向
けた取組を検討。
検討に当たっては、庁内のワーキンググループや既存の会

議体等を有効活用。

４ 対策・施策



課題解決のヒント
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専門知識 ・外部専門人材の活用（地方創生人材支援制度等）
・任期付職員の採用

人員 ・担当部署の設置、関係部署の連携・役割分担
・複数市町村による共同策定

策定財源 ・国の補助（計画策定支援）
・県の補助（計画策定支援）

ノウハウ ・区域施策編マニュアルの活用
・県、先行市町の事例の活用

施策財源
・地域脱炭素移行・再エネ推進交付金
・脱炭素化推進事業債
・重点対策加速化事業（間接補助は市町村負担なし）

施策検討 ・脱炭素で地域課題を解決
・脱炭素予算は今がチャンス

脱炭素をテーマ
に地方創生



重点対策加速化事業
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実行計画（事務事業
編・区域施策編）を
策定していること、
又は策定予定時期の
目安等が示されてい
ることが要件
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実行計画（区域施策編）の策定

2050カーボンニュートラル宣言

宮古市、久慈市、紫波町

一関市、矢巾町
宮古市、岩手県

盛岡市、八幡平市、滝沢市、大船渡市
一関市、久慈市、紫波町

盛岡市、宮古市、大船渡市、久慈市、一関
市、陸前高田市、釜石市、二戸市、八幡平
市、葛巻町、紫波町、矢巾町、岩泉町、普
代村、軽米町、野田村、九戸村、洋野町、
一戸町（※R5.5.31時点。岩手県はR元年
に表明。）

＜地域脱炭素に向けた基本的な道筋＞

注）〇内の市町村数は、上位階層との重複を除く。

③
②

④

⑪

※東北で最多

※東北で最多

脱炭素先行地域

脱炭素に関する市町村の取組のイメージ
➢県内市町村では、各地域の課題に応じて、脱炭素に向けた取組を推進している。
➢下の図は、地域脱炭素に向けた基本的な道筋であり、この他にも例えば、ブルーカーボンによる吸収源対策
や地熱など地域裨益型の再エネ導入といった地域の特性を活かした道筋が複数考えられる。
➢地域脱炭素の実現に向けては様々な道筋が想定されるが、県では、各市町村の取組状況に応じて、県市町村
ＧＸ推進会議等を通じて必要な支援を実施していく。

※実行計画は複数市町村での共同策定も可能。

出典）県市町村ＧＸ推進会議（Ｒ５.６.６）資料

再エネ推進交付金の活用
（重点対策加速化事業）



重点対策加速化事業でできること
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１ 自家消費型の太陽光発電
例：住宅の太陽光への補助

２ 地域共生・地域裨益再エネ
例：未利用地・公有地を活用した再エネ

３ ビルの省エネとZEB
例：ZEBと省エネ設備導入

４ 住宅・建築物の省エネ
例：ZEH・省エネ改修への補助

５ 再エネとセットでのEV導入
例：公用車へのEV導入



先行地域から見るヒント①
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１ 自家消費型の太陽光発電
住宅・事業者の太陽光・蓄電池・EV（補助）
庁舎への太陽光発電導入

２ 地域共生・地域裨益再エネ
公有施設への再エネ・蓄電池・EV導入
水道施設への水力発電導入

３ ビルの省エネとZEB
公共施設のZEB化、省エネ設備導入
事業者のZEB化（補助）
事業者の省エネ設備（補助）

➢下記のような地域課題を、脱炭素をエンジンとして解決しようとしている。

出典：環境省「重点対策加速化事業 事業概要」一覧より抜粋



先行地域から見るヒント②
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４ 住宅・建築物の省エネ
住宅の省エネ設備（補助）
新築ZEH化・既存住宅断熱改修（補助）
事業者の省エネ設備（補助）再掲

５ 再エネとセットでのEV導入
公用車のEV・PHV導入・充電器設置
事業者向けEV・充電器（補助）
EVバス、EV清掃車
EVカーシェアリング

➢下記のような地域課題を、脱炭素をエンジンとして解決しようとしている。

出典：環境省「重点対策加速化事業 事業概要」一覧より抜粋



重点対策加速化事業の活用状況
令和5年度から実施

3

令和6年度にエントリー

3

検討中

10

予定なし

17

重点対策加速化事業の活用予定

令和5年度から実施 令和6年度にエントリー 検討中 予定なし
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苦労したこと／活用予定なしの理由

31

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

事業計画書の作成

効率的な事業内容の検討

庁内での連携体制

自主財源の確保

交付事務量の負担

要件が厳しい

その他

令和５年度から実施 令和６年度にエントリー 検討中 予定なし

➢半数以上の市町村が「事業内容の検討」「庁内連携体制」「事業計画書の作成」
と回答。

19

19

18

14

10

7



「その他」の具体的内容

• 既存部署のみで庁内連携したとしても、連携を主導し、とりまとめる部局横断的
な専門部署（兼務等ではなく）がなければ事業実施は困難な状況にあるが、未設
置であること

• 事務事業編を策定中のため
• 交付金の活用について現段階では予定しておりませんが、地域計画策定後に可能
なメニューがあれば積極的に活用したいと考えています

• 現在、再エネ導入に係る計画策定中であり、その後検討予定。主要な公共施設等
においては、太陽光発電、蓄電設備が整備済となっているためであるが、今後に
おいては、ゼロカーボン・ドライブ等の取り組みを検討していかなければならな
いと考えている。

32

• 令和５年度から実施／令和６年度にエントリー予定
• CO2削減効果の算定
• 補助制度の周知
• ハウスメーカー、住民の意識の中にFIT制度前提の考えが大きいこと
• 先進性を意識した場合の取り組み内容の検討

• 検討中
• 現在、地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定中であるため、策定後は計
画に基づき活用したいと考えている

• 活用予定なし



選定済み市町の事例紹介

宮古市（令和５年４月内示）

一関市（令和５年４月内示）

矢巾町（令和５年４月内示）
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県の重点対策加速化事業（計画）①
１ 事業期間

令和５年度～令和10年度

２ 事業規模
・交付対象事業費 1,545,461千円
・交付限度額 920,732千円
（うち、間接補助 536,849千円）
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県の重点対策加速化事業（計画）②

① 事業者向け
• 自家消費型太陽光発電設備
• 太陽光+蓄電池+EV（PHV）+充放電設備一体導入
• 省エネ設備（照明、空調、給湯、換気）
• バイオマスボイラー導入

② 住宅向け
• ZEH+を上回る新築住宅、太陽光＋蓄電池

35

３ 間接補助

• 県有施設のNearlyZEB化
• 県有施設へのバイオマス熱利用設備
• 県有施設へのLED（庁舎、学校、県立病院等）
• 執行事務費（会計年度任用職員、委託費等）

４ 県直接事業



課題解決のヒント

36

計画作成 ・先行市町村の事例の活用
（地域課題とマッチする取組）

事業検討 ・脱炭素で解決したい地域課題の抽出
・市町村としての率先行動と間接補助とのバランス

連携体制 ・あらゆる政策を脱炭素化に向けてシフト
・企画・財政部門との連携

自主財源 ・間接補助に優先活用
・直接事業は脱炭素化推進事業債等の活用との比較

交付事務 ・会計年度任用職員の採用
（事務費も交付金の対象）

事業要件 ・再エネ導入量は直接・間接事業を問わない。



参考資料
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区域施策編マニュアル

38

温室効果ガス排出量の推計

出典：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定・実施について」



区域施策編マニュアル

39

施策体系（例）

出典：環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定・実施について」



40https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/supports/
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地球温暖化対策実行計画等策定事業費補助

47

•事業概要
•地球温暖化対策推進法の規定に基づく市町村の実行計画の
策定、促進区域の設定等に要する経費（温室効果ガス排出
量の算定や将来推計等）を補助するもの。

•補助対象事業者
• 県内市町村

•対象経費
• 委託費、報償費、旅費、その他の経費

•補助率、上限額
• 2/3、上限4,000千円

•公募期間
• １次公募：令和５年５月９日～31日（宮古市、遠野市、紫波町、花巻市、雫石町に交付決定）

• ２次公募：令和５年７月３日～21日



自立・分散型エネルギー供給システム設計等支援事業費補助

48

• 事業概要
• 災害時においても地域で一定のエネルギーを賄う自立・
分散型エネルギー供給システムの事業化を前提とした、
市町村の構想・計画づくり等に要する経費を補助するも
の。

• 補助対象事業者
• 市町村等

• 対象経費
• 委託費、報償費、旅費、その他の経費

• 補助率、上限額
・定額、上限5,000千円

• 公募期間
• １次公募：令和５年４月28日～５月19日（紫波町に交付決定）

• ２次公募：令和５年７月３日～７月21日



他県の先行例①

49出典）環境省「脱炭素地域づくり支援サイト」



他県の先行例②

50出典）環境省「脱炭素地域づくり支援サイト」



「脱炭素・LGBT・役割分担論」『厚生福祉』令和5
年6月

政策手法の区分 ／ 県・市町村の役割分担

強制手法 情報・啓発手法 経済手法

県

○企業の脱炭素経営カルテ
作成の義務付け（条例）

など

○ウェブサイトや広報誌、
各種セミナーによる啓発

○脱炭素化経営企業認定
など

○省エネ設備の設置補助
（予算）

○再エネ設備の設置補助
（予算）

など

市町村

○太陽光発電設備の設置
規制（条例）

など

○ウェブサイトや広報誌、
各種セミナーによる啓発

など

○省エネ設備の設置補助
（予算）

○再エネ設備の設置補助
（予算）

○再エネ設備の税制特例
など

※ 法学者レッシグが提唱した権力の４つのモードとして、①法律（Law）、②規範（Norm）、③市場（Market）、④構造
（Architecture）があるが、上記の強制手法、情報・啓発手法、経済手法は①～③に対応している。

○ 公有施設のZEB化といった公的部門では、県・市町村がそれぞれに取り組む必要がある一方、
民間部門に対する役割分担の実態は概ね以下のとおりとなっている。

論点① ： 特に経済手法のうち予算関連施策について、県・市町村がそれぞれ積極的に取り組む
中、どのような役割分担が行われているのか。（タテの関係）

論点② ： 各政策手法間の連携はどのように行われているのか。（ヨコの関係）

役割分担は？

○再エネ促進区域の設定
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論点① 予算関連施策における役割分担（例）

産業分野 住宅分野

県
○太陽光発電設備の設置補助
○電気自動車等の導入補助
○省エネ設備の設置補助 など

○省エネ住宅の改修補助 など

市町村
○ＬＥＤの設置補助 など ○太陽光発電設備の設置補助

○省エネ住宅の整備補助
○木質ストーブの設置補助
○高効率給湯器の設置補助 など

○ 役割分担の実態は概ね以下のとおりで、まちづくりや定住促進の視点から市町村は住宅分野に
力を入れ、県は産業分野に力を入れている姿が浮かび上がるところであり、県・市町村はそれ
ぞれの分野で施策を充実させる必要がある。

一方、脱炭素社会の実現に向けては、県・市町村が分離的に施策を推進するだけでなく、融合的に施策を構
築することが有効な場合も存在する可能性がある。

例えば、まちづくりの視点から「いわて脱炭素化経営認定企業等」を市町村が支援することも考えられるほ
か、住宅分野においては市町村だけでなく県が補完的に取り組むべき施策を検討する余地があるのではないか。

※ 上記はあくまでも例示であり、実際には多岐にわたる施策を展開
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強制手法 情報・啓発手法 経済手法

県

○企業の脱炭素経営カルテ
作成の義務付け（条例）

など

○ウェブサイトや広報誌、
各種セミナーによる啓発

○脱炭素化経営企業認定
など

○省エネ設備の設置補助
（予算）

○再エネ設備の設置補助
（予算）

など

市町村

○太陽光発電設備の設置
規制（条例）

など

○ウェブサイトや広報誌、
各種セミナーによる啓発

など

○省エネ設備の設置補助
（予算）

○再エネ設備の設置補助
（予算）

○再エネ設備の税制特例
など

○ 例えば「脱炭素化経営企業認定」について、政策手法間の連携は以下のとおりであり、今後
は県・市町村の枠を超えた連携を検討する余地がある。

連携済み（※１）

○再エネ促進区域の設定

連携済み（※２）

※１ 「いわて脱炭素化経営企業等」認定制度のうち四つ星認定について、「いわて脱炭素経営カルテ」による二酸化炭素
の排出削減を認定要件の一つに含めている。

※２ 本県の事業者向け省エネルギー対策推進事業費補助等について、「いわて脱炭素化経営企業等」認定制度による認定
を受けていることを上乗せ補助要件の一つに含めている。

論点② 政策手法間の連携と今後の可能性

連携の可能性
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強制手法 情報・啓発手法 経済手法

県

○企業の脱炭素経営カルテ
作成の義務付け（条例）

など

○ウェブサイトや広報誌、
各種セミナーによる啓発

○脱炭素化経営企業認定
など

○省エネ設備の設置補助
（予算）

○再エネ設備の設置補助
（予算）

など

市町村

○太陽光発電設備の設置
規制（条例）

など

○ウェブサイトや広報誌、
各種セミナーによる啓発

など

○省エネ設備の設置補助
（予算）

○再エネ設備の設置補助
（予算）

○再エネ設備の税制特例
など

○ 県内市町村で検討が進められている「再エネ促進区域の設定」についても、政策手法や県・
市町村の枠を超えた連携を検討する余地がある。

○再エネ促進区域の設定

連携の可能性（※）

論点② 政策手法間の連携と今後の可能性

※ 例えば、再エネ設備の設置補助（県・市町村）の補助率や補助上限、あるいは、再エネ設備の税制特例（市町村）の軽
減率について、再エネ促進区域の内外で差を設けることなどが想定される。

「サービス付き高齢者向け住宅適正立地促進税制：コンパクトシティの観点からの政策提言」『自治実務セミナー』平成29年
12月
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以下の認定制度等を活用することで、光熱費・燃料費の削減だけでなく、①取引先の
拡大、②知名度・認知度の向上、③人材獲得力の強化といった脱炭素経営のメリットを
享受することが可能。

脱炭素経営の促進に向けた岩手県独自の取組
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省エネ設備導入の効果（例）
➢令和３年度に県の省エネ設備補助を活用して設備更新をした事業者の、エネルギー使用量とCO2排出削減実績の一例
➢燃料費高騰による影響緩和にも一定の効果がみられる。
➢このような効果を情報発信し、脱炭素に向けた事業者の取組を促進したい。

（注）事務局作成
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省エネ住宅(ZEH)の都道府県別の着工割合
【新築戸建注文住宅（持家）】 【新築戸建建売住宅（分譲）】 【既存改修】

『ZEH』
（件）

Nearly ZEH
（件）

ZEH Oriented
（件）

ZEHシリーズ
の合計（件）

『ZEH』
（件）

Nearly ZEH
（件）

ZEH Oriented
（件）

ZEHシリーズ
の合計（件）

『ZEH』
（件）

Nearly ZEH
（件）

ZEH Oriented
（件）

ZEHシリーズ
の合計（件）

北海道 11,592 843 109 1,630 2,582 22.3% 北海道 3,223 16 17 237 270 8.4% 北海道 2 0 16 18
青森県 3,493 321 59 149 529 15.1% 青森県 666 7 5 11 23 3.5% 青森県 0 0 0 0
岩手県 3,550 529 195 3 727 20.5% 岩手県 624 21 4 0 25 4.0% 岩手県 0 0 0 0
宮城県 4,970 751 459 7 1,217 24.5% 宮城県 3,455 70 47 0 117 3.4% 宮城県 0 1 0 1
秋田県 2,607 199 56 159 414 15.9% 秋田県 444 1 1 16 18 4.1% 秋田県 0 0 0 0
山形県 2,863 269 144 226 639 22.3% 山形県 685 11 3 15 29 4.2% 山形県 1 0 0 1
福島県 5,242 861 363 38 1,262 24.1% 福島県 1,893 58 12 8 78 4.1% 福島県 0 1 0 1
茨城県 9,326 1,892 746 0 2,638 28.3% 茨城県 3,541 131 56 0 187 5.3% 茨城県 1 15 0 16
栃木県 6,201 1,336 477 0 1,813 29.2% 栃木県 2,366 50 38 0 88 3.7% 栃木県 0 1 0 1
群馬県 5,932 1,476 418 0 1,894 31.9% 群馬県 2,447 99 26 0 125 5.1% 群馬県 2 1 0 3
埼玉県 15,959 2,891 1,436 7 4,334 27.2% 埼玉県 14,481 77 69 0 146 1.0% 埼玉県 0 1 0 1
千葉県 13,503 2,597 1,188 10 3,795 28.1% 千葉県 11,018 64 89 0 153 1.4% 千葉県 0 2 0 2
東京都 15,762 1,480 1,306 242 3,028 19.2% 東京都 17,610 40 94 58 192 1.1% 東京都 1 4 0 5
神奈川県 14,777 2,391 1,207 60 3,658 24.8% 神奈川県 14,952 40 87 0 127 0.8% 神奈川県 0 6 0 6
新潟県 6,133 396 222 967 1,585 25.8% 新潟県 1,177 12 3 25 40 3.4% 新潟県 1 0 1 2
富山県 3,086 149 127 413 689 22.3% 富山県 532 4 2 4 10 1.9% 富山県 1 0 0 1
石川県 3,565 154 202 309 665 18.7% 石川県 731 7 7 5 19 2.6% 石川県 0 4 0 4
福井県 2,494 208 161 385 754 30.2% 福井県 454 8 15 16 39 8.6% 福井県 0 0 3 3
山梨県 2,935 618 206 0 824 28.1% 山梨県 540 68 7 0 75 13.9% 山梨県 0 0 0 0
長野県 7,200 1,278 665 39 1,982 27.5% 長野県 1,476 93 41 0 134 9.1% 長野県 0 0 0 0
岐阜県 6,028 1,244 334 18 1,596 26.5% 岐阜県 2,065 37 3 1 41 2.0% 岐阜県 0 0 0 0
静岡県 11,145 3,269 564 1 3,834 34.4% 静岡県 3,466 197 32 0 229 6.6% 静岡県 8 1 0 9
愛知県 19,060 4,663 1,915 12 6,590 34.6% 愛知県 12,529 144 147 2 293 2.3% 愛知県 1 0 0 1
三重県 5,213 1,312 433 0 1,745 33.5% 三重県 1,188 39 9 0 48 4.0% 三重県 0 0 0 0
滋賀県 4,496 967 270 26 1,263 28.1% 滋賀県 1,152 70 5 0 75 6.5% 滋賀県 0 2 0 2
京都府 4,548 726 322 7 1,055 23.2% 京都府 2,633 50 6 0 56 2.1% 京都府 0 2 0 2
大阪府 11,220 2,293 653 24 2,970 26.5% 大阪府 10,121 32 16 1 49 0.5% 大阪府 0 1 0 1
兵庫県 9,806 2,301 765 13 3,079 31.4% 兵庫県 5,527 203 51 0 254 4.6% 兵庫県 0 1 0 1
奈良県 2,830 726 239 1 966 34.1% 奈良県 1,405 12 9 0 21 1.5% 奈良県 2 0 0 2
和歌山県 2,822 554 97 0 651 23.1% 和歌山県 579 14 15 0 29 5.0% 和歌山県 0 0 0 0
鳥取県 1,649 192 101 12 305 18.5% 鳥取県 201 2 10 0 12 6.0% 鳥取県 0 0 0 0
島根県 1,542 181 64 2 247 16.0% 島根県 133 3 15 0 18 13.5% 島根県 0 0 0 0
岡山県 5,460 1,109 375 2 1,486 27.2% 岡山県 1,537 37 2 0 39 2.5% 岡山県 0 1 0 1
広島県 5,342 1,172 380 0 1,552 29.1% 広島県 3,195 77 23 0 100 3.1% 広島県 0 1 0 1
山口県 3,434 1,021 273 0 1,294 37.7% 山口県 940 26 8 0 34 3.6% 山口県 0 0 0 0
徳島県 1,926 472 95 0 567 29.4% 徳島県 301 12 1 0 13 4.3% 徳島県 1 0 0 1
香川県 2,956 607 118 0 725 24.5% 香川県 556 10 2 0 12 2.2% 香川県 0 0 0 0
愛媛県 3,631 696 101 1 798 22.0% 愛媛県 662 24 5 0 29 4.4% 愛媛県 0 0 0 0
高知県 1,520 235 49 0 284 18.7% 高知県 411 1 0 0 1 0.2% 高知県 0 0 0 0
福岡県 9,765 2,213 862 1 3,076 31.5% 福岡県 6,011 111 38 0 149 2.5% 福岡県 6 1 0 7
佐賀県 2,316 429 93 0 522 22.5% 佐賀県 835 39 7 0 46 5.5% 佐賀県 0 0 0 0
長崎県 2,807 624 67 0 691 24.6% 長崎県 439 45 2 0 47 10.7% 長崎県 1 0 0 1
熊本県 5,633 946 169 0 1,115 19.8% 熊本県 1,755 54 12 0 66 3.8% 熊本県 0 0 0 0
大分県 2,735 619 166 0 785 28.7% 大分県 811 53 8 0 61 7.5% 大分県 0 0 0 0
宮崎県 3,022 663 102 0 765 25.3% 宮崎県 846 80 2 0 82 9.7% 宮崎県 0 1 0 1
鹿児島県 4,617 997 86 0 1,083 23.5% 鹿児島県 1,205 44 1 0 45 3.7% 鹿児島県 0 0 0 0
沖縄県 2,422 59 23 0 82 3.4% 沖縄県 1,306 2 1 0 3 0.2% 沖縄県 0 1 0 1

※着工統計は国土交通省「【住宅】利用関係別　構造別　建て方別　都道府県別　戸数（令和３年度）」より引用

ZEHシリーズ
の割合（％）

都道府県
ZEHシリーズ
の割合（％）

着工統計※
（件）

都道府県 都道府県
着工統計※
（件）

R3年度 ZEHビルダー/プランナー実績報告 都道府県ごとのZEHシリーズ受託数 実績データ（一般社団法人環境共創イニシアチブHPより ）

57


	令和５年度第１回��県市町村ＧＸ推進会議�実務者会議
	テーマと方向性
	実務者会議の流れ
	地方公共団体実行計画�（区域施策編）の策定
	スライド番号 5
	全国の策定状況
	県実行計画における目標
	スライド番号 8
	県内市町村の策定状況
	策定時に苦労したこと／未策定の理由
	「その他」の具体的内容
	区域施策編マニュアル①
	区域施策編マニュアル②
	区域施策編マニュアル③
	地方創生を地域の脱炭素（再エネ・省エネなど）で加速化
	市町村別のエネルギー収支
	活用可能なツール類
	策定済み市町の事例紹介
	県の計画改訂①
	県の計画改訂②
	県の計画改訂③
	課題解決のヒント
	重点対策加速化事業
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	重点対策加速化事業でできること
	先行地域から見るヒント①
	先行地域から見るヒント②
	重点対策加速化事業の活用状況
	苦労したこと／活用予定なしの理由
	「その他」の具体的内容
	選定済み市町の事例紹介
	県の重点対策加速化事業（計画）①
	県の重点対策加速化事業（計画）②
	課題解決のヒント
	参考資料
	区域施策編マニュアル
	区域施策編マニュアル
	スライド番号 40
	スライド番号 41
	スライド番号 42
	スライド番号 43
	スライド番号 44
	スライド番号 45
	スライド番号 46
	地球温暖化対策実行計画等策定事業費補助
	自立・分散型エネルギー供給システム設計等支援事業費補助
	他県の先行例①
	他県の先行例②
	スライド番号 51
	スライド番号 52
	スライド番号 53
	スライド番号 54
	スライド番号 55
	スライド番号 56
	スライド番号 57

